
様式－１ 
 
平成  年  月  日 
 
西日本高速道路(株)○○支社（○○事務所） 
支社（所）長         殿 

 
住所 
商号又は名称 
代表者氏名        印 
担当者氏名 
住所 
電話番号 

 
 

低入札価格調査資料の提出について 
 

 
標記について、下記の資料を各２部提出します。 
 

記 
１．工事件名 
２．入札日 
３．提出資料 

① 当該価格で適正な履行が可能な理由   （様式－２） 
② 入札金額に対応した単価表又は工事費内訳書  （様式－３）  
③ 入札金額に対応した単価表又は工事費内訳書の明細書 （様式－３の１） 

④ 労務者の具体的供給見通し    （様式－４～５） 

⑤ 資材購入先一覧      （様式－６） 

⑥ 施工体制台帳      （様式－７） 

⑦ 施工体系図      （様式－８） 

⑧ 手持資材の状況      （様式－９） 

⑨ 手持機械数の状況     （様式－１０） 

⑩ 一般管理費等内訳書     （様式－１３） 

⑪ 添付書類 

  (1)資材価格見積書（写し） 

  (2)○○○費削減の根拠資料 

    ・ 

・ 

（当該価格で適正な履行が可能な理由の根拠資料を列挙すること。） 

 

以  上 



様式－２         当該価格で適正な履行が可能な理由 
 
当該価格で適正な履行が可能な理由の観点 

〔1〕労務費 

 

 

〔2〕購入資材価格 

 

 

〔3〕下請会社等の協力 

 

 

〔4〕手持資材及び手持機械の状況 

 

 

〔5〕その他（近接する手持工事の状況、当該工事現場と事務所・倉庫との関係等）） 
 
 
 
 
工費内訳ごとの削減理由 
（直接工事費） 
 
 
（共通仮設費） 
 
 
（現場管理費） 
 
 
（一般管理費等） 
 
 
 
 

注１：当該価格で適正な履行が可能な理由を各観点の項目ごとに記載すること。該当がない場合は「該

当なし」と記載し、〔1〕～〔4〕以外の理由がある場合は「〔5〕その他」に記載すること。 

注２：工費内訳（直接工事費・共通仮設費・現場管理費・一般管理費等）の費目ごとの削減理由を、

注１に記載の理由との関係が明確になるように記載すること。該当がない場合は「該当なし」と

記載すること。 
注３：当該価格で適正な履行が可能な理由の根拠資料を添付すること。以下の様式に記載が困難な場

合には、様式自由とする。 
 



様式－３（総価単価契約及び単価契約の場合）       
単価表 

工事

名 
 

番号 項目番号 項目 数量 単位 単価 金 額 備 考 

１ ●●-(●) 標識基礎工 
●●● 

●● 箇所 ●●●円 ●●●●円  

２ ○○-(○) 標識柱 
○○ 

○ 基 ○○○円 ○○○○円  

３ ◇◇-(◇) 標識板 
◇◇式 

◇◇ m2 ◇◇◇円 ◇◇◇◇円  

・・        

・・        

・・        

        

        

        

        

        

        

計①       

諸経費①       

・・        

・・        

小計      

消費税及び地方消費税の額      

合計      

注１：ＮＥＸＣＯ西日本が配付した単価表（単価及び金額が記載されていないもの）に対応する単価

表とすること。 
注２：上記単価表の単価には、「消費税及び地方消費税の額」を含まないこと。 

 



様式－３の１（総価単価契約及び単価契約の場合）     
単価表に対する明細書 

番

号 

項目番号 項目 規格 数量 単位 単価 金 額 備考 

１ ●●-(●) 標識基礎工 
●●● 

 ●● 箇所 ●●●円 ●●●●円  

  労務費       

   特殊作業員  ◎ 人日 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

   普通作業員  ◎ 人日 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

   鉄筋工  ◎ 人日 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

   型枠工  ◎ 人日 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

  ・・・       

  材料費       

   ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ●-●-●(●) ◎◎ m3 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

   型枠材  ◎◎ m2 ◎◎円 ◎◎◎◎円  

   鉄筋 D●● ◎◎ t ◎◎円 ◎◎◎◎円  

  ・・・       

  ・・・       

  ・・・       

  ・・・       

  ・・・       

  ・・・       
２ ○○-(○) 標識柱 

○○ 
 ○ 基 ○○○円 ○○○○円  

・ ・・ ・・・・       
・ ・・ ・・・・       
・ ・・ ・・・・       
         
  諸経費       
   共通仮設費     ◆◆◆◆円  

   現場管理費     ◆◆◆◆円  

   一般管理費等     ◆◆◆◆円  

         
注１：様式－３の単価に対する明細を記入すること。さらにその明細が必要な場合は、本様式を使用

しその内容が明確になるようにすること。 
注２：総価単価契約において単価表に記載した諸経費及び単価契約において単価に含む諸経費に関す

る明細となる共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の金額について記載し、一般管理費等につい

ては、さらにその明細を様式－１３に記載すること。 
 



様式－３（総価契約の場合）          
工事費内訳書 

種目別内訳書・科目別内訳書 
名  称 単位 数量 単価 金 額 備 考 

光幹線ケーブル工事費 
（●●IC～●●IC間） 

式 1  ●●●●●円  

IP伝送装置工事費 
（○○IC） 

式 1  ○○○○○円  

IP伝送装置工事費 
（◇◇IC） 

式 1  ◇◇◇◇◇円  

IP伝送装置工事費 
（□□IC） 

式 1  □□□□□円  

・・・      

・・・      

・・・      

      

      

      

      

      

小計      

共通仮設費      

現場管理費      

一般管理費等      

小計      

合計      

消費税及び地方消費税の額      

総計      

注１：上記工事費内訳書の単価には、「消費税及び地方消費税の額」を含まないこと。 
注２：共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の金額について記載し、一般管理費等については、さ

らにその明細を様式－１３に記載すること。 
 



様式－３の１（総価契約の場合）        
工事費内訳書に対する明細書 

名称・規格等 数 量 単位 単 価 金 額 備 考 
光幹線ケーブル工事費 
（●●IC～●●IC間） 

     

 配線工 ●●-●-●●● ◎◎ m ◎◎円 ◎◎◎◎円  
 配線工 ●●-●-●●● ◎◎◎ m ◎◎円 ◎◎◎◎円  
 接続工 ●●● ◎◎ 箇所 ◎◎円 ◎◎◎◎円  
 取付工 ●●● ◎ 箇所 ◎◎円 ◎◎◎◎円  
 試験調整工 ●●● 1 式 ◎◎◎円 ◎◎◎◎◎円  

小  計    ●●●●●円  
      
IP伝送装置工事費 
（○○IC） 

     

 ・・・      
 ・・・      
 ・・・      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
注：様式－３の単価に対する明細を記入すること。さらにその明細が必要な場合は、本様式を使用し

その内容が明確になるようにすること。 
 
 



様式－４              労務者の確保計画 
 

工 種 
 

職 種 
 

単 価 
 

員 数 
下請会社との関係 
下請会社名等 

【記載例】 
土 工 

 
普通作業員 

  
２００（１００） 

同族会社 
（株）○○ 

 
配管工 

 
配管工・普通作業員 

  
１２０（８０） 

△△会メンバー 
（株）△▽ 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注１：（ ）内は、員数中の自社労務者の数を記入すること。 
注２：自社労務者と下請労務者を区分すること。 
注３：下請会社との関係も明記し、関係を証明する規約、登録書等があれば、それを添付すること。 
注４：労務単価も記入すること。 



様式－５             工種別労務者配置計画 
配 置 予 定 人 数  

工 種 
 

種 別 世話役 普通作業員（特殊含） 配管工 電 工 オ ペ 

 
計 

【記載例】 
土工事 

床堀工・埋戻工・

残土処理 
 
１ 

 
２ 

 
 

 
 

 
２ 

 
５ 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 
 



様式－６             資材購入先一覧 
購 入 先 名 工 種 

種 別 
品 名 
規 格 

単 
位 

数 
量 業 者 名 所 在 地 入札者との関係 

       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
注：入札者との関係については、購入先予定業者との関係を記入し（例：協力会社、同族会社、資本

提携会社等）、関係を証明する規約、登録書等があれば、それを添付すること。 
 



様式－７ 
　施工体制台帳様式 （標準例） 　　年　月　日 【下請負人に関する事項】

施　工　体 制 台 帳
【会社名】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〒
【事業所名】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （　　　－　　　－　　　）

許可業種 許可（更新）
年月日

大臣　特定 自 年 月 日
　工事業 知事　一級　　第 　号 年 　月 　日 至 年 月 日 　　年 　月 　日

大臣　特定 施工に必要な許可業種 許可（更新）
　工事業 知事　一級　　第 　号 年 　月 　日 年月日

大臣 特定
　　　工事業 知事 一般 第 　号 年 月 日

大臣 特定
　　　工事業 知事 一般 第 　号 年 月 日

〒 現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び 安全衛生推進者名

意見申出方法 雇用管理責任者名

自 　年 　月　　日 ※主任技術者名専任 ※専門技術者名

至 　年 　月　　日 年 　月 　日 非専任 資格内容

資格内容 担当工事内容

区 分 住 　所
元請契約
下請契約

専任
非専任

資格内容 資格内容

担当工事内容 担当工事内容

許　可　番　号
建設業

の許可

工事名称
及び

工事内容
発注者名
及び
住所
工　期

契約日

契　約
営業所

名　　称

発注者の
監督員名

権限及び
意見申出

監督員名
権限及び
意見申出
方法

現　場
代理人名

権限及び
意見申出
方法

監　理
技術者名

資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

工　期

工事名称
及び

工事内容

会社名
住所

電話番号

代表者名

契約日

建設業

の許可

許　可　番　号

 



様式－８ 
施工体系図（掲示例）

自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日

工 工 工 工
担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

担当工事内容 元方安全衛生

管理者

総括安全衛生責任者

書　記 工 工 工 工
事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

工 工 工 工
事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

工 工 工 工
事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容 事 担当工事内容

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

工　期発注者名
工事名称

元請名
監督員名

監理技術者名
専門技術者名

専門技術者名

会　　長

副　会　長

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

安全衛生

責任者

会社名

安全衛生

責任者

主任技術者

専門技術者

責任者

主任技術者

専門技術者

会社名

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

安全衛生

責任者

主任技術者

主任技術者

専門技術者

会社名

安全衛生

専門技術者

会社名

 



様式－９             手持資材の状況 
品 名 規格・型式 単位 手持数量 本工事での使用予定量 不足数量の手当方法 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
注１：手持資材の状況については、主に当該工事で使用予定の資材を記入すること。 
注２：手持資材の保管状況の写真等を提出すること。 



様式－１０             手持機械数の状況 
機械名称 規格・型式・能力・年式 単位 数量 メーカー名 現在の利用状況 

      
      

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
注：主に当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入すること。 



様式－１３ 
一般管理費等 内訳書 

 

費 目 金 額 備 考 
一般管理費   

役員報酬   
従業員給料手当   
退職金   
法定福利費   
福利厚生費   
修繕維持費   
事務用品費   
通信交通費   
動力、用水光熱費   
調査研究費   
広告宣伝費   
交際費   
寄付金   
地代、家賃   
減価償却費   
試験研究費償却   
開発費償却   
租税公課   
保険料   
契約保証費   
雑費   

附加利益   
法人税、都道府県民税、 
市町村民税等 

  

株主配当金   
役員賞与金   
内部留保金   
支払利息及び割引料、 
支払保証料その他の営業外費用 

  

（その他）   
合 計   

注１：該当がない場合は、「備考」欄に「該当なし」と記載すること。 
注２：過去１０年間の財務諸表（損益計算書）を添付すること。 
注３：当該工事の一般管理費等率（工事費内訳書の工事原価(工事価格から一般管理費等を差引いた額)

に対する一般管理費等の比率）が、添付の損益計算書における一般管理費率（売上原価に対する販

売費及び一般管理費の比率）の過去１０年間のうち最低の比率を下回る場合には、その金額で当該

工事が可能であることの根拠（補填方法等）を明記した、代表取締役の押印付の書類を添付するこ

と。


